
 

令和２年度ワークライフバランス職場表彰 

国家公務員制度担当大臣表彰 

  

府省名 総務省 部署名 
行政管理局管理官（業務・システム改革総

括） 

取組のポイント 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた新しい働き方の試みとして、令和２年４・５月

の緊急事態宣言期間中、所属の職員全員が７割以上テレワークで業務を継続。その際に出て

きた課題やその解決のための工夫について、テレワーク時の作業標準となるよう、若手職員か

ら幹部職員まで幅広く議論した上で整理し、オンラインでの組織内コミュニケーション活性化な

ど新たなワークスタイル・組織文化の形成を図った。 

他の行政機関等の参考となるよう、検討成果を公表。 

取組概要 

【取組の背景】 

これまで総務省においては、全省的にテレワーク等を推進するための環境整備に取り組むと

ともに、行政管理局では、「組織のマネジメントを継続的に改善していく」、「先に解決策を考える

のではなく、事実を正確に把握する」といった視点を重視しながら、オフィス改革と業務改革を

推進してきたところである。 

今回のコロナ禍を受け、これまでの取組を活かしつつ感染拡大防止のための働き方を模索

してきたが、今後も「新しい生活様式」を実践していく中で、新たなワークスタイル・組織文化を

形成しながら、次の働き方に本格的にシフトしていくことが重要と考え、取組を実施した。 

 

【取組の内容】 

出勤抑制が求められた令和２年４・５月の緊急事態宣言期間中、主にテレワークによる勤務

とするとともに、「A 会議・打合せ、研修」「B 業務の進捗管理、仕事のやり方」「C その他組織

内コミュニケーション」について、新たに出てきた悩みや、自分たちなりに始めている工夫を整

理した。その際、局内の若手職員から意見を聴取し、また、局幹部とも議論することで、局内全

体に渡って次の作業標準となるよう検討した。 

さらに、他の行政機関等の参考となるよう令和２年６月にその成果を公表した。 

 

【取組の成果】 

令和２年４・５月の間、業務・システム改革総括の９名は、課長級職員から新規採用職員まで

全員が７割以上テレワークで業務を継続することができた。行政管理局全体では、同期間中、

半数以上の職員が７割以上テレワークを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

【HP公表資料「新型コロナウイルス感染症拡大防止に対応した働き方の試み」より抜粋】 

講評 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止にいち早く対応し、原則テレワーク、チーム制、職務

代行者の設定など、働き方改革にも貢献し、新たなワークスタイル・組織文化の形成を図る意

欲的な取組である。ノウハウを見える化し、他府省等にも共有している点も高く評価できる。  


